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別添（別記様式第２号）

浜の活力再生広域プラン

令和３～７年度

（第２期）

１ 広域水産業再生委員会

広域委員会の

構成員（嶺南地

域のみ）

・ 敦賀地区地域水産業再生委員会（敦賀市漁業協同組合、敦賀市）

・ 美浜地区地域水産業再生委員会（美浜町漁業協同組合、美浜町）

・ 若狭三方地区地域水産業再生委員会（若狭三方漁業協同組合、若狭町）

・ 小浜地区地域水産業再生委員会（小浜市漁業協同組合、小浜市）

・ 大島地区地域水産業再生委員会（大島漁業協同組合、おおい町）

・ 高浜町地域水産業再生委員会（若狭高浜漁業協同組合、高浜町）

・ 福井県

・ 福井県漁業協同組合連合会

・ 福井県内水面漁業協同組合連合会

・ 福井中央魚市株式会社

・ （株）ふくいぎょれん

・ 福井県海水養魚協会（県内の魚類養殖業者で組織する任意団体）

・ ふくい水産振興センター

・ 一般社団法人福井県漁船リース事業協会

オブザーバー

※再生委員会の規約及び推進体制が分かる資料を添付すること。

対象となる地

域の範囲及び

漁業の種類

〇福井県嶺南地域（福井県敦賀市～高浜町まで）

〇市町別漁業種類別漁業経営体数は、以下のとおり。

・敦賀地区（敦賀市漁協）：底曳網（3 経営体）、刺網（4 経営体）、いか釣り

（1 経営体）、延縄（6 経営体）、その他釣り（9 経営体）、定置網（8 経営体）、

採貝採藻（27 経営体）、その他漁業（18 経営体）、養殖業（11 経営体）

・美浜地区（美浜町漁協）：定置網（20 経営体）、刺網・延縄（85 経営体）、

採貝採藻（23 経営体）、その他漁業（10 経営体）

・若狭三方地区（若狭三方漁協）：定置網（20 経営体）、釣り延縄（16 経営
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体）、刺網（9 経営体）、採介藻（44 経営体）、かご（8 経営体）、わかめ養殖

（3 経営体）、魚類養殖（3 経営体） 
・小浜地区（小浜市漁協）：底曳網（2 経営体）、定置網（10 経営体）、延縄

（3 経営体）、延縄（3 経営体）、刺網（12 経営体）、一本釣り（18 経営体）、

採介藻（14 経営体）、えびこぎ（２経営体）、養殖（35 経営体）

・大島地区（大島漁協）：底曳網（6 経営体）、刺網（39 経営体）、延縄（10
経営体）、その他釣り（14 経営体対）、定置網（1 経営体）、採貝採藻（30 経

営体）

・高浜地区（高浜町漁協）：刺網（13 経営体）、延縄（16 経営体）、定置（20
経営体）、採貝採藻（13 経営体）、その他釣り（6 経営体）、その他（28 経営

体）、養殖業（11 経営体）

計 631 経営体 

※策定時点で対象となる漁業者数も記載すること。

２ 地域の現状

（１）地域の水産業を取り巻く現状等

◎嶺南地域の概要

福井県は日本海側沿岸のほぼ中央に位置し、県中央部に位置する敦賀市を境に、それより北は嶺

北地域、同市以南は嶺南地域と呼ばれており、県全体の海岸総延長距離は 410 ㎞である。 

本プランの対象となる嶺南地域では、海岸線はリアス式となっており、海底の地形は沿岸では起

伏に富むものの、沖合には緩やかな大陸棚が広がっている。このような恵まれた環境の中で、定置

網、底曳網、刺網、釣り、採介藻等の漁業および魚類や藻類の養殖業が営まれており、皇室へ献上

している若狭がれい（ヤナギムシガレイ）を筆頭に、他にも若狭ぐじ（アカアマダイ）や若狭ふぐ

（養殖トラフグ）等多くの特産品を産出するなど、水産業は地域の漁村における基幹産業として重

要な役割を果たしている。

また、嶺南地域では関西、中京の都市圏に近いという地理的条件もあって、多くの漁業者が民宿

業や遊漁船業を兼業し、厳しい現状にある漁業収入を民宿や遊漁船業の収入で補うことで、漁家経

営の安定を図っている。特に日本一の数を誇る本県の漁家民宿は、嶺南地域だけで 297 軒（県水

産課調べ）あり、県内で漁獲・生産された水産物を観光客に提供する場としても重要な役割を果た

している。

県水産試験場の統計によると、令和元年の嶺南地域における海面漁業生産量は約 5,837 トン（県

全体の 53％）、生産額は約 30 億円（同 43％）であった。 

魚種別漁獲量は、サワラ類 1,480 トン（嶺南地域全体の 25％）、ブリ類 1,404 トン（以下、同様
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24％）、シイラ 448 トン（8％）、カレイ類 296 トン（5％）、アジ類 236 トン（4％）、タイ類 191

トン（3％）、イカ類 191 トン（3％）の順に多く、これらで全体の約８割を占めている。

同様に、嶺南地域の魚種別生産額は、サワラ 533 百万円（嶺南地域全体の 18％）、ブリ類 322
百万円（以下、同様 11％）、ズワイガニ 276 百万円（9％）、イカ類 182 百万円（6％）、タコ類 143
百万円（5％）、アマダイ 138 百万円（5％）、カレイ類 119 百万円（4％）の順に多く、これらで全

体の約６割を占めている。

また、近年、周年にわたり定置網によるクロマグロの混獲が散見されるところである。WCPFC 

（中西部太平洋まぐろ類委員会）で合意された保存管理措置に基づいて設定されている我が国のク

ロマグロ漁獲上限を遵守するために当地域の定置網を休漁せざるを得ない事態となれば、本広域浜

プランに掲げる嶺南地域 3 つの産地市場と県漁連水産加工場の連携による価格形成機能の強化と

水産物の集約化に支障を来すこととなるため、クロマグロの混獲回避が必要となっている。 

令和２年度より施行される改正漁業法では、密漁防止が厳格化されている。このことにより、制

度の周知徹底と、密漁防止の普及啓発活動が、広域的に活動する団体に求められているところであ

る。嶺南地域においても水産資源保護のため、密漁防止に取り組む必要がある。 

また、県内定置網漁業においては、漁場に到着後、強い潮の流れによって網起こしができなかっ

たり、さらに突発的な強い潮流（急潮）により破網やロープの破断等の大規模な被害が発生したり

する等の問題が生じている。そのため、可能な限り急潮による被害を軽減できるよう、沿岸域の潮

流をリアルタイムに把握し、被害を未然に防ぐ体制の構築が急務となっている。 

◎産地市場の現状と問題点

嶺南地域では、県漁連が敦賀市場および小浜市場を開設、他にも若狭高浜漁協が産地市場を開設

している。敦賀市場は、嶺南地域最大の産地市場であり、平成 28 年度に水産基地（県漁連水産加

工施設、冷蔵施設、製氷施設）を新設したところである。中でも、平成 28 年 5 月から本格稼働を

はじめた水産加工施設は、衛生面を重視した設計で各種先進機器を導入し、平成 31 年 1 月に対米

向け HACCP を取得し、輸出事業の展開も視野に入れている。現在、サバやトビウオ等の学校給

食製品やトラウトサーモン等の加工を手がけている。

小浜市場は、「若狭がれい」や「若狭ぐじ」などのブランド水産物が水揚げされる市場であり、

嶺南地域の流通拠点としての重要な役割を持っている。しかし、平成 16 年に整備した海水処理施

設が経年劣化により継続した使用が出来ない状況にあり、漁獲物の鮮度向上や生食用カキ類の出荷

を図る上で問題となっている。

若狭高浜市場は、少量多品種が水揚げされる漁協自営の産地市場であるが、令和 4 年には水揚げ

機能の集約と衛生管理を強化した新しい市場が完成する予定である。

これら嶺南地域の 3 つの産地市場の問題点としては、①水揚げや仲買人の減少による価格形成

機能の低下、②隣県の京都府漁協舞鶴市場への直接出荷による集荷率の低下、③漁協自営の若狭高

浜市場における受託販売事業の落ち込み、などが挙げられる。

他にも、定置網等で大量に漁獲されるブリ類やサワラ等の魚種や小型魚は、嶺南地域では、ほとん

どの漁協において加工施設が無いため、漁獲が集中して相場価格を下回ると冷凍や生餌として安



4 

値で取引されている現状にある。

上記の現状を改善するために、小浜市場や県漁連水産加工施設と連携した価格形成機能の強化に

ついて検討する必要がある。

◎養殖業の現状と問題点

嶺南地域では、トラフグ（若狭ふぐ）、マダイ、トラウトサーモンなどの魚類養殖やワカメなど

の藻類養殖、マガキ（若狭のかき）養殖等が行われており、平成 30 年の養殖生産量および生産額

は 262 トン、3.3 億円となっている。 

主要な養殖対象種となっている若狭ふぐは、生産量・生産額ともに減少傾向となっている。この

ため、新たな販路開拓に取り組んでいるが、これ以外にも、多様なニーズに対応できるよう地域の

特色を活かした新魚種の養殖を導入するなど、養殖魚種の拡大や生産量の増大、販売促進対策が必

要である。

◎販売促進の現状と問題点

敦賀地区では、平成 30 年より敦賀真鯛（養殖マダイ）、美浜地区では、平成 29 年よりひるが響

（天然ブリ）、小浜地区では、平成 28 年よりよっぱらいサバ（養殖マサバ）、おおい地区では、平

成 28 年よりふくいサーモン（養殖トラウトサーモン）、令和 2 年より高浜地区では未利用魚を利

用した水産加工品、また嶺南地域一帯では、平成 19 年より若狭ふぐ（養殖トラフグ）および若狭

ぐじ（天然アカアマダイ）、平成 27 年より若狭まはた（養殖マハタ）のブランド化に取組んでいる

が、県内および県外において認知度は未だ低く、地域が一帯となって、ブランド力を強化し、販売

促進につなげる必要がある。

◎担い手の現状と問題点

嶺南地域の漁業就業者数は、平成 30 年の漁業センサスによると、694 人（県全体の 52％）で、

60 才以上が占める割合は約 58％であった。同様に、漁業経営体数は 502（県全体の 62％）であっ

た。嶺南地域では、定置網漁業や底曳網漁業のほかに刺網・延縄などの小規模な漁業種類も多く、

他地域と同様に、漁獲量および魚価の伸び悩み、老朽化が進む漁船や漁労機器等のメンテナンス費

の増大、資材費の高騰などによる漁業経営の悪化に伴い、経営体数および就業者の減少傾向が続い

ている。

このように不安定な漁業生産、魚価低迷が続くなかで、後継者不足と高齢化による地域の衰退が

危惧されており、市場・水産関係施設の集約・再整備による魚価向上、コスト削減、また、中核的

担い手および新規就業者の確保・育成を図る必要がある。

一方、嶺南地域における大規模経営体としては、大型定置網漁業が 13 経営体、底曳網漁業（大

臣許可および知事許可）が 54 経営体あり、船齢の高さに加え、乗組員の高齢化や不足により漁業

経営が不安定な経営体も多い。

これら定置網漁業や底曳網漁業は、数名から十数名の乗組員を雇い入れるため、一人で操業する

一本釣りや刺網等、他の漁業と比べて規模が大きく、地区の基幹産業となっている。これら漁業の



5 

廃業は、関連する加工場や運送会社、魚販売店等の産業にも影響を及ぼし、漁村の過疎や衰退につ

ながることが懸念される。

定置網漁業や底曳網漁業では、新規就業後の定着率が低いのが実情であり、近年、地元地区から

乗組員を確保することが困難となってきているため、他地域からの新規就業者を受け入れようとし

た場合、漁協側の受け入れ体制の整備や定住面での支援が必要となるなどの課題がある。

（２）その他の関連する現状等

・ 平成 26 年に開通した舞鶴若狭自動車道により、嶺南地域の主要観光地の来場者数が約 9％増

加し、主要観光地での観光消費額が年間 7.4 億円増加した。また、水産物等の集出荷時におけ

る所要時間の短縮などの効果も現れている。

・ 令和 6 年には、北陸新幹線の敦賀開業が予定されており、東京や富山・石川方面からのアクセ

スが向上し、鉄道利用による交流人口が 1.5 倍以上に増加することが予想され、開業による経

済波及効果は、本県全体で年間約 210 億円と算定されている。

・ 嶺南地域のほぼ中央に位置する小浜市堅海地区は、水産に関する 2 つの研究機関（県水産試験

場栽培漁業センター、県立大学海洋生物資源臨海研究センター）が隣接している。令和元年に

は、産官学の連携をより推進するために、県、県立大学、若狭高校、市町、漁協、民間企業等

で構成する「ふくい水産振興センター」が設立され、養殖技術開発などの研究を行う恵まれた

環境にある。

小浜市

福井県
小浜市

堅海地区

福井県立大学 

海洋生物資源臨海 

研究センター 

福井県水産試験場 

栽培漁業センター 

福井県立大学 

小浜キャンパス 

ふくい水産振興センター
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３ 競争力強化の取組方針

（１）機能再編・地域活性化に関する基本方針

①前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）
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②今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

◎産地市場における集荷率および魚価の向上

○価格形成機能と集荷率の向上

・ 共通入札システムやせりシステムの導入において、IoT を活用することにより、作業効率の向

上および価格の向上、迅速な情報提供等による集荷の強化を図る。

・ 敦賀、小浜、若狭高浜の市場については、漁業者と市場関係者が連携し、市場の衛生管理を徹

底することや、若狭ぐじおよび寒ブリ等の価格の高い魚種については、神経締め等により鮮度

を保つ取組みを実施することでさらに価値の向上を図る。

・ 小浜市場においては、海水処理施設（殺菌・冷海水供給設備や殺菌・冷海水循環設備）を更新

し、若狭ぐじの鮮度向上および生食用カキ類の出荷の推進による魚価の向上を図る。

・ 産地市場における取扱いが良くなることで、市場の評価が上がり、集荷率の向上につながる。 

・ 若狭高浜市場は、従来和田漁港で水揚げし、陸送していた和田定置を直接水揚げできるように

する等、水揚げ機能と衛生管理機能を強化するする市場として、新しく整備する。さらに、小

型の安価なブリやサワラ等が大量に漁獲された場合は、流通拠点漁港にある小浜市場への集約

化や敦賀水産加工場との連携により価格向上を図る

・ 小川漁港、大島漁港等は、周辺地域の水揚げ物を集約する水揚拠点漁港としての水揚げ機能お

よび衛生管理を強化し、価格形成機能を向上させた敦賀や小浜の市場へ集荷するためのルート

を拡大する。

・ その他の漁港は、水揚げ拠点漁港や産地市場へ水揚げされた魚の集荷を図る。

○水産加工施設との連携による魚価の底支え

・ 敦賀市場、小浜市場、若狭高浜市場で大漁に水揚げされたブリやサワラ等の小型魚が相場価格

を下回った場合は、県漁連等においてこれら多獲魚等を買取り、敦賀水産加工施設を最大限に

活用して一次加工品を製作し、学校給食や働く主婦等ターゲットを絞った販売を実施すること

で、魚価の底支えを図る。
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◎クロマグロ混獲回避活動

・ 嶺南地域における定置網漁業の安定的な操業のため、定置網においてクロマグロの入網が見られた

際、混獲を回避するための取組を行うことにより、適切な資源管理を実施する。

◎密漁防止対策

・ 悪質化、広域化し、実態が多様化する密漁を防止するため、看板、のぼり等の製作及び設置を

行うことにより、密漁防止普及啓発活動を行う。

◎漁業コストの削減

・ 嶺南地域における定置網漁業の急潮による被害を未然に防ぐため、福井県沖合海域および定置

網周辺の沿岸域の潮流等をリアルタイムに観測するための機器を整備し、漁業者に向けたより

速い情報伝達の実現に努める。

◎養殖業の振興

嶺南地域は、日本海側では数少ない養殖に適したリアス式海岸を有し、関西や中京方面に比較的

近いという地理的・社会的好条件を備えている。これらの条件を活かし、嶺南地域への誘客を図り、

漁家所得を向上させるため、主要魚種である若狭ふぐに軸足を置きつつ、高級魚であるマハタの養

殖を拡大するとともに、無給餌養殖のカキ類や藻場保全のために駆除したムラサキウニ等の有効利

用、IoT 技術を使った養殖方法の推進等、更なる新魚種養殖技術等の開発を進める。 

福井県嶺南地域における水産物の流通経路 

●

●

●

●●●

●
◎

◎◎
◎：産地市場
●：漁業協同組合
●：水産加工施設

敦賀水産加工施設
敦賀市

県漁連敦賀

美浜町
若狭三方

小浜市

県漁連小浜
大島若狭高浜

県外へ

現在 

●

●

●

●●●

●
◎

◎◎
◎：産地市場
●：漁業協同組合
●：水産加工施設

敦賀市

県漁連敦賀

美浜町
若狭三方

県漁連小浜
大島若狭高浜

敦賀水産加工施設

小浜市

県外出荷の抑制

価格形成機能向上流通ルート拡大

集荷拡大

集荷拡大

R７（計画） 
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〇新魚種（マハタ等）養殖の拡大

・ 県は嶺南地域の中央に位置する小浜市に整備した養殖用マハタ種苗の生産施設において、嶺南

一円の養殖業者に良質な種苗を安定的に供給する。

・ 福井生まれ福井育ちのマハタを漁家民宿や料理店で提供することにより、北陸新幹線敦賀開業

に向けて、マハタを新たなブランドとして定着させ、嶺南地域の養殖振興を図る。

〇新しい養殖

ふくい水産振興センター、嶺南地域の各市町、漁協が連携し、多様なニーズに対応できるよう

地域の特色を活かしたカキ類等の養殖に取組むとともに、販売戦略の検討および県内における

PR を実施する。併せて、漁港の泊地を活用した養殖を推進する。 

 また、藻場保全のために駆除したムラサキウニ等についても、有効利用を図るために養殖等へ

の利用を進める。

◎地域の連携による販売促進

嶺南地域の各市町および漁協、県が連携して、嶺南地域のブランド魚のブランド力強化と認知

度向上を図り、令和 6 年度の北陸新幹線敦賀開業に向けて、福井市を中心とした嶺北地域の飲食

店や旅館等における取扱店を増やせるよう、PR を実施するとともに、共同販売等の効果的な販

売方法についても合わせて検討する。

 また、県外においても、各ブランド魚のストーリーと特徴を打ち出すことで、認知度向上を図

り、「若狭の魚」として、より効果的に販売を促進する。

・嶺南地域のブランド魚

（敦賀市：敦賀真鯛（養殖マダイ）、美浜町：ひるが響（天然ブリ）、若狭町：アオリイカ、小浜市：

●

●

●
●

●

●
●

敦賀市

美浜町

小浜市

おおい町

高浜町

若狭町

●

●

●
●

●
●

魚類養殖場

県栽培漁業センター

漁家民宿地区

マハタ種苗の流れ

マハタ成魚の流れ

マハタによる養殖振興のイメージ
○種苗：県栽培漁業センターが嶺南地域全体の必要数を生産
○養殖：県海水養魚協会が中心となり、嶺南一円で実施
○出荷：県海水養魚協会と各地区漁家民宿の連携により、

 嶺南地区全域の漁家民宿等で提供
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よっぱらいサバ（養殖マサバ）、高浜町：未利用魚を利用した水産加工品、県：若狭ふぐ（養殖ト

ラフグ）、若狭ぐじ（天然アカアマダイ）、若狭まはた（養殖マハタ））

（２）中核的担い手の育成に関する基本方針

①前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）

②今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

○新規漁業就業者の確保・育成

・ 新規漁業就業者への各種支援を実施し、県内外からの受け入れを促進するとともに、地区での

受け入れ態勢を整備し、定着を図る。

・ 若手漁業者の独立就業を支援し、経営体の増加と収益の向上を図る。
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・ 上記漁業コストの削減や新規漁業就業者への支援については、国、県、市町の事業を十分活用

することで取り組み効果の向上を図る。

○中核的漁業者の育成

・ 嶺南地域で営まれている定置網、底曳網、刺網・延縄等の漁業及び養殖業において、今後も漁

業継続の意志をもち、意欲的に経営に取り組む経営体を中核的漁業者として位置づけ、資源の

有効利用や生産コストの削減等による経営の合理化に必要な設備投資等に対する支援や漁船

リース事業を活用した支援を行い、経営基盤の強化を行う。

・ 漁業は危険率の高い産業であるため、就労環境の改善により操業中の事故の減少を図り、後継

者や新規就業者の参入しやすい環境づくりを行う。

・ 上記漁業経営基盤強化や就労環境改善への支援については、国、県、市町の事業を十分活用す

ることで取り組み効果の向上を図る。

新規就業者を対象に、生活資金を貸与します。

貸与額
単身者：最大132万円
世 帯：最大２４０万円

返還免除条件
半額免除：漁業を５年間継続
全額免除：漁業を１０年間継続

漁船漁業・海女
コース

入校条件：４４歳未満のもの
研修期間：１年

養殖コース
入校条件：４5歳未満のもの
研修期間：最長3年

聴講生制度
座学のみの受講も可能です。
詳細はお問い合わせ下さい。

ふくい水産カレッジ

相談から就業までの道のり

就
業
相
談

漁
業
体
験

研
修
期
間

就

業

就業を希望している漁業の体験が可能です。

受 付 先：福井県、各漁業協同組合

コ ー ス ：①３日以内 ②２週間以内

内 容 ：海上での漁労見学、座学講座

費 用 ：体験費用なし、交通費の一部助成あり

相談窓口（詳細は背表紙）

・県漁業就業者育成センター
・県水産課

就業相談会（随時開催）

福井県、東京都、大阪府等で実施

定着支援貸付金
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（３） 漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

○福井県資源管理指針に基づく資源管理計画による自主的資源管理措置

・ 底曳網漁業：操業禁止期間（7 月および 8 月）以外にも 6 月および 9 月の休漁

・ 定置網漁業：冬期を中心とした 10 日～1 か月以上の連続した休漁

・ 釣り漁業：年間計 10 日以上の休漁

（４）具体的な取組内容（年度ごとに数値目標とともに記載）

１年目（令和３年度）

取組内容 １．価格形成機能と集荷率の向上

（１）県漁連は、共通入札システムやせりシステムにおける IoT の活用について

検討する。

（２）敦賀・小浜・若狭高浜の各市場については、漁業者と市場関係者が連携し、

市場の衛生管理の徹底について検討する。

（３）県漁連、全漁協は、若狭地域で水揚げされる水産物の評価向上に向けて、

若狭ぐじおよび寒ブリ等の価格の高い魚種について、神経締め等により鮮

度を保つ取組みを開始する。

（４）若狭高浜漁協は、若狭高浜市場において、従来和田漁港で水揚げし、陸送

していた和田定置を直接水揚げできるようにする等、水揚げ機能の集約に

よるコスト削減と、衛生管理の強化による魚価の向上が図られるよう、新

市場の建設を開始する。

（５）美浜町は、坂尻漁港において、産地市場への漁獲物の安定的な提供のため

漁港施設の維持保全工事を行う。

２．水産加工場との連携による魚価の底支え

（１）県漁連は、敦賀・小浜・若狭高浜の各市場で相場価格を下回った多獲性魚

類を買い付け、県漁連が水産加工場の運営を委託している(株)ふくいぎょ

れんと、新商品開発や既存商品の改良を行い、福井中央魚市（株）や県と

売り方や売り込み先についての協議を開始する。

３．新魚種（マハタ）養殖の拡大

（１）県は水産試験場において、マハタ種苗を安定的に生産し、県内養殖業者に

販売する。

（２）県海水養魚協会は、マハタの需要を増やすため、敦賀市・若狭美浜・おお

い町・若狭高浜観光協会等と連携し、漁家民宿等を対象にしたマハタ料理

の講習会を開催し、メニューの定着化を促進する。

（３）マハタを新たなブランド魚として、嶺北の料理店や旅館において定着でき
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るよう、県海水養魚協会、敦賀市、若狭町、小浜市、高浜町、県は、飲食

店、旅館、市場関係者、鮮魚店等に向けた試食会の開催やサンプルの提供、

販促品の作成および活用等により PR を行う。

４．新しい養殖

（１）全漁協、全市町、ふくい水産振興センターは、カキ類の養殖試験を実施す

る他、併せて販売戦略を検討する。

（２）美浜町・若狭三方・小浜市・大島・若狭高浜の各漁協及び美浜町、若狭町、

小浜市、おおい町、高浜町は、漁港の泊地を活用した養殖試験を開始する。 

（３）小浜市・若狭高浜の各漁協、小浜市、高浜町は、藻場保全のために駆除し

たムラサキウニ等についても、有効利用を図るために養殖試験を実施し、

販売方法を検討する。

（４）ふくい水産振興センター、県は、IoT 技術を使った養殖方法について検討

する。

５．地域の連携による販売促進

（１）県と県漁連は、福井市を中心とした嶺北地域の飲食店や旅館等において嶺

南地域で水揚げされる若狭ふぐや若狭まはた、敦賀真鯛、若狭ぐじ等の取

扱店が増えるよう、全市町および全漁協に呼びかけ、サンプル提供や販促

品の作成および活用、展示会等において PR を実施する。

（２）県と県漁連は、全市町および全漁協に呼びかけ、若狭ふぐや若狭まはた、

敦賀真鯛、若狭ぐじ等のブランド魚のストーリーと特徴を打ち出すことで、

県外における認知度向上を図り、「若狭の魚」として、より効果的に販売を

推進する。

６．新規就業者の確保・育成

（１）福井県漁業就業者確保育成センターは、ホームページを活用して県内の漁

業求人情報の提供を行う。

（２）県および全市町、県漁連、全漁協は、県内漁業就業者フェアや全国就業者

フェアへ参加し、就業希望者と求人側のマッチングを行う。

（３）県および全市町、全漁協は、就業希望者に対して、漁業体験学習等を実施

し、就業希望者の適性を知ることにより、就業後の離職率の低下を図る。

（４）県漁連は、乗組員希望者に対しては、国の長期研修事業等を活用し、就業

支援を行う。

（５）独立自営希望者に対しては、必要な知識や技能を学べる「ふくい水産カレ

ッジ」での研修等により、就業支援を行う。
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７．中核的漁業者の育成

（１）中核的漁業者は、漁船リース事業や機器導入事業等の国の施策を活用し、

省力・省コスト化を図ることで経費節減等収益性の高い操業を推進する。

（２）新たに認定を受けた中核的漁業者は、競争力強化に資する成果目標（KPI）

を定め、リース船を導入して経営体質を強化する。また、広域水産業再生

委員会は、中核的漁業者の KPI の達成状況を確認し、その効果について地

区内漁業者への周知を図る。

８．クロマグロ混獲回避活動 

（１） 定置網漁業者は、定置網漁業の安定的操業を図るため、定置網においてク

ロマグロの入網が見られた際、混獲を回避するための取組を行う。

９．密漁防止対策の推進

（１）全漁協は、悪質化、広域化し、実態が多様化する密漁を防止するため、看

板、のぼり、小籏等の製作及び設置による普及啓発を行う。併せて、敦賀

海上保安部や福井県警と協力し、全漁協、全市町、県による密漁防止に向

けた一斉パトロールを実施する。

活用する支援

措置等

広域浜プラン実証調査事業 

マハタ種苗生産事業（県事業）

新規漁業就業者総合支援事業

次代を担う漁業者育成事業（県事業）

効率的な操業体制の確立支援事業

競争力強化型機器等導入緊急対策事業

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業

水産業競争力強化緊急施設整備事業

定置漁業・底曳網漁業振興対策事業（県事業）

定置網の安定的な操業に必要なクロマグロの混獲回避活動支援 

水産業強化支援事業（密漁防止普及啓発事業）

水産業成長産業化沿岸地域創出事業

水産業競争力強化漁港機能増進事業

ふくいの養殖ネクストチャレンジ事業（県事業）

水産多面的機能発揮対策事業
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２年目（令和４年度） 

取組内容 １．価格形成機能と集荷率の向上

(１) 県漁連は、共通入札システムやせりシステムにおける IoT の活用について

引き続き検討する。

(２) 敦賀・小浜・若狭高浜の各市場については、漁業者と市場関係者が連携し、

市場の衛生管理の徹底について引き続き検討する。

(３) 小浜市場については、県漁連が小浜市およびおおい町、県とともに殺菌・

冷海水供給設備および殺菌・冷海水循環設備の更新について検討し、事業

に着手する。

(４) 県漁連、全漁協は、若狭地域で水揚げされる水産物の評価向上に向けて、

若狭ぐじおよび寒ブリ等の価格の高い魚種について、神経締め等により鮮

度を保つ取組みを実施し、市場としても取り扱っている水産物の品質の高

さを関係者に周知できるよう PR を図る。

(５) 若狭高浜漁協は、若狭高浜市場において、従来和田漁港で水揚げしていた

和田定置を直接水揚げできるようにする等、水揚げ機能の集約によるコス

ト削減と、衛生管理の強化による魚価の向上が図られるよう、新市場を完

成させる。

２．水産加工場との連携による魚価の底支え

（１） 県漁連は、敦賀・小浜・若狭高浜の各市場で相場価格を下回った多獲性魚

類を買い付け、県漁連の水産加工場の運営を委託している(株)ふくいぎょ

れんと、新商品のサンプル品の生産を開始する。

（２） 上記サンプル品については、県漁連の買取販売担当者と福井中央魚市(株)

が県内外への売り先の検討を開始する。

（３） 県漁連の買取販売担当者は、県学校給食会や全市町と新商品の利用につい

て検討を開始する。

３．新魚種（マハタ）養殖の拡大

（１） 県は水産試験場において、マハタ種苗を安定的に生産し、県内養殖業者

に販売する。

（２） 県海水養魚協会は、マハタの需要を増やすため、敦賀市・若狭美浜・お

おい町・若狭高浜観光協会等と連携し、漁家民宿を対象にしたマハタ料

理の講習会を開催し、継続してメニューの定着化を図る。

（３） マハタを新たなブランド魚として、嶺北の料理店や旅館において定着で

きるよう、県海水養魚協会、敦賀市、若狭町、小浜市、高浜町、県は、

飲食店、旅館、市場関係者、鮮魚店等に向け試食会の開催やサンプルの

提供、販促品の作成および活用により PR を行う。
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４．新しい養殖

（１） 全漁協、全市町、ふくい水産振興センター、県は、カキ類の養殖試験に

取組むとともに試験販売を開始し、併せて出荷規格や取扱基準を策定す

る。

（２） 美浜町・若狭三方・小浜市・大島・若狭高浜の各漁協及び美浜町、若狭

町、小浜市、おおい町、高浜町は、漁港の泊地を活用した養殖試験を引

き続き実施する。

（３） 小浜市・若狭高浜の各漁協、小浜市、高浜町は、藻場保全のために駆除

したムラサキウニ等についても、引き続き有効利用を図るために養殖試

験を実施し、販売方法を検討する。

（４） ふくい水産振興センター、県は、IoT 技術を使った養殖方法について引き

続き検討する。

５．地域が連携した販売促進

（１） 県および県漁連は、福井市を中心とした嶺北地域の飲食店や旅館等にお

いて嶺南地域で水揚げされる若狭ふぐや敦賀真鯛、若狭まはた、若狭ぐ

じ等の取扱店を増やせるよう、全市町および全漁協に呼びかけ、サンプ

ル提供や販促品の作成および活用、展示会等において PR を引き続き実施

する。

（２） 県と県漁連は、全市町、全漁協に呼びかけ、若狭ふぐや敦賀真鯛、若狭

まはた、若狭ぐじ等のブランド魚のストーリーや特徴を打ち出すことで、

県外における認知度向上を図り、「若狭の魚」として、引き続きより効果

的に販売を促進する。

６．新規就業者の確保・育成

（１） 福井県漁業就業者確保育成センターは、ホームページを活用して県内の

漁業求人情報の提供を行う。

（２） 県および全市町、県漁連、全漁協は、県内漁業就業者フェアや全国就業

者フェアへ参加し、就業希望者と求人側のマッチングを行う。

（３） 県および全市町、全漁協は、就業希望者に対して、漁業体験学習等を実

施し、就業希望者の適性を知ることにより、就業後の離職率の低下を図

る。

（４） 県漁連は、乗組員希望者に対しては、国の長期研修事業等を活用し、就

業支援を行う。

（５） 独立自営希望者に対しては、必要な知識や技能を学べる「ふくい水産カ

レッジ」での研修等により、就業支援を行う。
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７．中核的漁業者の育成

（１） 中核的漁業者は、漁船リース事業や機器導入事業等の国の施策を活用し、

省力・省コスト化を図ることで経費節減等収益性の高い操業の推進に努

める。

（２） 新たに認定を受けた中核的漁業者は、競争力強化に資する成果目標（KPI）

を定め、リース船を導入して経営体質を強化する。また、広域水産業再

生委員会は、中核的漁業者の KPI の達成状況を確認し、その効果につい

て地区内漁業者への周知を図る。

８．クロマグロ混獲回避活動 

（１） 定置網漁業者は、定置網漁業の安定的操業を図るため、定置網において

クロマグロの入網が見られた際、混獲を回避するための取組を行う。

９．密漁防止対策の推進

（１） 全漁協は、悪質化、広域化し、実態が多様化する密漁を防止するため、

看板、のぼり、小籏等の製作及び設置による普及啓発を行う。併せて、

敦賀海上保安部や福井県警と協力し、全漁協、全市町、県による密漁防

止に向けた一斉パトロールを実施する。

１０．漁業コストの削減

（１） 県は、定置網漁業の急潮による被害を未然に防ぐため、福井県沖合海域

および定置網周辺の沿岸域の観測ブイの設置について、漁業者および

専門家の意見を踏まえて着手する。

活用する支援

措置等

広域浜プラン実証調査事業 

マハタ種苗生産事業（県事業）

新規漁業就業者総合支援事業

次代を担う漁業者育成事業（県事業）

競争力強化型機器等導入緊急対策事業

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業

水産業競争力強化緊急施設整備事業

定置漁業・底曳網漁業振興対策事業（県事業） 

定置網の安定的な操業に必要なクロマグロの混獲回避活動支援 

水産業強化支援事業（密漁防止普及啓発事業）

水産業成長産業化沿岸地域創出事業

ふくいの養殖ネクストチャレンジ事業（県事業）

水産多面的機能発揮対策事業
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定置網急潮被害緊急対策事業（県事業）

３年目（令和５年度）

取組内容 １．価格形成機能と集荷率の向上

(１) 県漁連は、共通入札システムやせりシステムにおける IoT の活用につい

て計画を示す。

(２) 敦賀・小浜・若狭高浜の各市場については、漁業者と市場関係者が連携

し、市場の衛生管理の徹底について取組みを開始する。

(３) 小浜市場については、県漁連が小浜市およびおおい町、県とともに、殺

菌・冷海水供給設備を更新し、県漁連および漁業者が若狭ぐじの鮮度向

上並びに生食用カキ類の試験的な出荷に取り組む。

(４) 県漁連、全漁協は、若狭地域で水揚げされる魚の評価向上に向けて、若

狭ぐじおよび寒ブリ等の価格の高い魚種について、神経締め等により鮮

度を保つ取組みを継続し、市場としても取り扱っている水産物の品質の

高さを関係者に周知できるようさらに PR を図る。

(５) 若狭高浜漁協は、若狭高浜市場において、新市場を活用した水揚げ機能

の集約によるコスト削減と、衛生管理の強化による魚価の向上に取組む。 

２． 水産加工場との連携による魚価の底支え

（１） 県漁連は、敦賀・小浜・若狭高浜の各市場で相場価格を下回った多獲性

魚類を買い付け、県漁連の水産加工場の運営を委託している(株)ふくい

ぎょれんにおいて、新商品や改良した既存商品の生産を本格稼働する。

（２） 県漁連の買取販売担当者と福井中央魚市(株)は県内外のスーパー等に対

し上記商品の試験販売を開始する。

（３） 県漁連の買取販売担当者は、県学校給食会や全市町と上記商品の利用に

ついて協議を開始する。

３．新魚種（マハタ）養殖の拡大

（１） 県は水産試験場において、マハタ種苗を安定的に生産し、県内養殖業者

に継続して販売する。県内の養殖業者はマハタを安定的に生産した後、

周辺の漁家民宿に提供する。

（２） 漁家民宿ではマハタ料理の提供を始める。

（３） 嶺北の料理店や旅館等においては、来県者に向けてマハタ料理の提供を

始め、鮮魚店においても嶺南のブランド魚の取扱いを始める。

（４） 県海水養魚協会、全市町、県は、イベント出展や広報等により引き続き
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マハタの PR を実施する。

４．新しい養殖

（１） 全漁協、全市町、ふくい水産振興センター、県はカキ類の養殖試験およ

び試験販売に取組むとともに、販売戦略を見直す。併せて、サンプルの

提供や販促品の作成および活用により認知度向上に努める。

（２） 美浜町・若狭三方・小浜市・大島・若狭高浜の各漁協、美浜町、若狭町、

小浜市、おおい町、高浜町は、漁港の泊地を活用した養殖試験を引き続

き実施する。

（３） 小浜市・大島の各漁協、小浜市、おおい町は、藻場保全のために駆除し

たムラサキウニ等についても、有効利用を図るために養殖試験や販売方

法の検討を引き続き実施する。

（４） ふくい水産振興センター、県は、IoT 技術を使った養殖方法について引き

続き検討する。

５．地域が連携した販売促進

（１） 福井市を中心とした嶺北地域の飲食店や旅館等においては、若狭ふぐや

敦賀真鯛、若狭まはた、若狭ぐじ等の嶺南のブランド魚の料理の提供が

始まり、県、全市町、全漁協は、嶺南のブランド魚の消費が促進される

よう、イベントへの出展や広報等により PR を継続する。

（２） 県、県漁連、全市町、全漁協は、若狭ふぐや敦賀真鯛、若狭まはた、若

狭ぐじ等のブランド魚のストーリーと特徴を打ち出すことで、引き続き

より効果的に販売を促進する。

６．新規就業者の確保・育成

（１） 福井県漁業就業者確保育成センターは、ホームページを活用して県内の

漁業求人情報の提供を行う。

（２） 県および全市町、県漁連、全漁協は、県内漁業就業者フェアや全国就業

者フェアへ参加し、就業希望者と求人側のマッチングを行う。

（３） 県および全市町、全漁協は、就業希望者に対して、漁業体験学習等を実

施し、就業希望者の適性を知ることにより、就業後の離職率の低下を図

る。

（４） 県漁連は、乗組員希望者に対しては、国の長期研修事業等を活用し、就

業支援を行う。

（５） 独立自営希望者に対しては、必要な知識や技能を学べる「ふくい水産カ

レッジ」での研修等により、就業支援を行う。
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７．中核的漁業者の育成

（１） 中核的漁業者は、漁船リース事業や機器導入事業等の国の施策を活用し、

省力・省コスト化を図ることで経費節減等収益性の高い操業の推進に努

める。

（２） 新たに認定を受けた中核的漁業者は、競争力強化に資する成果目標（KPI）

を定め、リース船を導入して経営体質を強化する。また、広域水産業再

生委員会は、中核的漁業者の KPI の達成状況を確認し、その効果につい

て地区内漁業者への周知を図る。

８．クロマグロ混獲回避活動 

（１） 定置網漁業者は、定置網漁業の安定的操業を図るため、定置網において

クロマグロの入網が見られた際、混獲を回避するための取組を行う。

９．密漁防止対策の推進

（１） 全漁協は、悪質化、広域化し、実態が多様化する密漁を防止するため、

看板、のぼり、小籏等の製作及び設置による普及啓発を行う。併せて、

敦賀海上保安部や福井県警と協力し、全漁協、全市町、県による密漁防

止に向けた一斉パトロールを実施する。

１０．漁業コストの削減

(１) 県は、定置網漁業の急潮による被害を未然に防止するため、福井県沖

合海域および定置網周辺の沿岸域の観測ブイを設置する。

(２) 県は、設置した観測ブイを運用し、潮流データや水温データ等を収集

するとともに、漁業者に向けて福井県水産試験場の HP で情報発信す

る。また、観測ブイのメンテナンスを行う。

活用する支援

措置等

広域浜プラン実証調査事業 

マハタ種苗生産事業（県事業）

新規漁業就業者総合支援事業

次代を担う漁業者育成事業（県事業）

競争力強化型機器等導入緊急対策事業

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業

水産業競争力強化緊急施設整備事業

定置漁業・底曳網漁業振興対策事業（県事業） 

定置網の安定的な操業に必要なクロマグロの混獲回避活動支援 

水産業強化支援事業（密漁防止普及啓発事業）

水産業成長産業化沿岸地域創出事業

ふくいの養殖ネクストチャレンジ事業（県事業）



21 

水産多面的機能発揮対策事業

定置網急潮被害緊急対策事業（県事業）

４年目（令和６年度）

取組内容 １．価格形成機能と集荷率の向上

(１) 県漁連は、共通入札システムやせりシステムにおける IoT の活用につい

て導入を検討する。

(２) 敦賀・小浜、若狭高浜の各市場については、漁業者と市場関係者が連携

し、市場の衛生管理を徹底した取り組みの継続に努める。

(３) 小浜市場については、県漁連が小浜市およびおおい町、県とともに殺菌・

冷海水循環設備を更新し、県漁連および漁業者が若狭ぐじの鮮度向上並

びに生食用カキ類の試験出荷に取り組む。

(４) 県漁連、全漁協は、若狭地域で水揚げされる魚の評価向上に向けて、若

狭ぐじおよび寒ブリ等の価格の高い魚種について、神経締め等により鮮

度を保つ取組みを継続し、市場としても取り扱っている水産物の品質の

高さを関係者に周知できるよう引き続き PR を図る。

(５) 若狭高浜漁協は、若狭高浜市場において、水揚げ機能の集約によるコス

ト削減と、衛生管理の強化による魚価の向上に引き続き取組む。

２．水産加工場との連携による魚価の底支え

（１） 県漁連は、敦賀市場、小浜市場、若狭高浜市場で相場価格を下回った多

獲性魚類を買い付け、県漁連の水産加工場の運営を委託している(株)ふ

くいぎょれんにおいて、新商品や改良した既存商品の生産を引き続き実

施するとともに、付加価値向上に努める。

（２） 県漁連の買取販売担当者と福井中央魚市(株)は上記商品を県内外のスー

パー等に対し本格的に販売する。

（３） 県漁連の買取販売担当者は、県学校給食会に対し新商品の販売を開始す

る。

３．新魚種（マハタ）養殖の拡大

（１） 県は水産試験場において、マハタ種苗を安定的に生産し、県内養殖業者

に継続して販売する。県内養殖業者はマハタを安定的に生産した後、周

辺の漁家民宿に提供する。

（２） 漁家民宿ではマハタ料理の提供が定着する。

（３） 嶺北の料理店や旅館では、来県者に向けてマハタ料理を引き続き提供す

るとともに、鮮魚店においても嶺南のブランド魚の取扱いが継続される

（４） 県海水養魚協会、全市町、県は、引き続きイベント出展や広報等により
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マハタの PR を実施する。

４．新しい養殖

（１） 全漁協、全市町、ふくい水産振興センター、県はカキ類の養殖試験およ

び試験販売に継続して取組むとともに、サンプル提供や販促品の作成お

よび活用により引き続き認知度向上に努める。

（２） 美浜町・若狭三方・小浜市・大島・若狭高浜の各漁協、美浜町、若狭町、

小浜市、おおい町、高浜町は、漁港の泊地を活用した養殖を進める。

（３） 小浜市・若狭高浜の各漁協、小浜市、高浜町は、藻場保全のために駆除

したムラサキウニ等についても、有効利用を図るために養殖や販売を進

める。

（４） ふくい水産振興センターは市町、県海水養魚協会、企業等と、IoT 技術を

活用した試験養殖を開始する。

５．地域が連携した販売促進

（１） 福井市を中心とした嶺北地域の飲食店や旅館等は、若狭ぐじや敦賀真鯛、

若狭まはた、若狭ぐじ等の嶺南のブランド魚の料理を提供し、県、全市

町、全漁協は嶺南のブランド魚の消費が促進されるようイベントへの出

展や広報等により PR を継続する。

（２） 県、県漁連、全市町、全漁協は、「若狭の魚」として若狭ふぐ、敦賀真鯛、

若狭まはた、若狭ぐじ等のブランド魚のストーリーと特徴を打ち出すこ

とで、県外における認知度向上を図り、引き続きより効果的に販売を促

進する。

６．新規就業者の確保・育成

（１） 福井県漁業就業者確保育成センターは、ホームページを活用して県内の

漁業求人情報の提供を行う。

（２） 県および全市町、県漁連、全漁協は、県内漁業就業者フェアや全国就業

者フェアへ参加し、就業希望者と求人側のマッチングを行う。

（３） 県および全市町、全漁協は、就業希望者に対して、漁業体験学習等を実

施し、就業希望者の適性を知ることにより、就業後の離職率の低下を図

る。

（４） 県漁連は、乗組員希望者に対しては、国の長期研修事業等を活用し、就

業支援を行う。

（５） 独立自営希望者に対しては、必要な知識や技能を学べる「ふくい水産カ

レッジ」での研修等により、就業支援を行う。
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７．中核的漁業者の育成

（１） 中核的漁業者は、漁船リース事業や機器導入事業等の国の施策を活用し、

省力・省コスト化を図ることで経費節減等収益性の高い操業の推進に努

める。

（２） 新たに認定を受けた中核的漁業者は、競争力強化に資する成果目標（KPI）

を定め、リース船を導入して経営体質を強化する。また、広域水産業再

生委員会は、中核的漁業者の KPI の達成状況を確認し、その効果につい

て地区内漁業者への周知を図る。

８．クロマグロ混獲回避活動 

（１） 定置網漁業者は、定置網漁業の安定的操業を図るため、定置網において

クロマグロの入網が見られた際、混獲を回避するための取組を行う。

９．密漁防止対策の推進

（１） 全漁協は、悪質化、広域化し、実態が多様化する密漁を防止するため、

看板、のぼり、小籏等の製作及び設置による普及啓発を行う。併せて、

敦賀海上保安部や福井県警と協力し、全漁協、全市町、県による密漁防

止に向けた一斉パトロールを実施する。

１０．漁業コストの削減

（１） 県は、引き続き設置した観測ブイを運用し、潮流データや水温データ等

を収集するとともに、漁業者に向けて福井県水産試験場の HP で情報発

信する。また、観測ブイのメンテナンスを行う。

活用する支援

措置等

広域浜プラン実証調査事業 

マハタ種苗生産事業（県事業）

新規漁業就業者総合支援事業

次代を担う漁業者育成事業（県事業）

競争力強化型機器等導入緊急対策事業

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業

水産業競争力強化緊急施設整備事業

定置漁業・底曳網漁業振興対策事業（県事業） 

定置網の安定的な操業に必要なクロマグロの混獲回避活動支援 

水産業強化支援事業（密漁防止普及啓発事業）

水産業成長産業化沿岸地域創出事業

ふくいの養殖ネクストチャレンジ事業（県事業）

水産多面的機能発揮対策事業

定置網急潮被害緊急対策事業（県事業）
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５年目（令和７年度）

取組内容 １．価格形成機能と集荷率の向上 

(１) 県漁連は、共通入札システムやせりシステムにおける IoT の活用につい

て試験運用を開始する。

(２) 敦賀・小浜・若狭高浜の各市場については、漁業者と市場関係者が連携

し、市場の衛生管理を徹底した取り組みの継続と周知に努める。

(３) 小浜市場では、引き続き県漁連および漁業者が、更新した殺菌・冷海水

供給設備や循環設備を活用して若狭ぐじの鮮度向上並びに生食用カキ類

の出荷に取り組む。

(４) 県漁連、全漁協は、若狭地域で水揚げされる魚の評価向上に向けて、若

狭ぐじおよび寒ブリ等の価格の高い魚種について、神経締め等により鮮

度を保つ取組みを継続し、市場としても取り扱っている水産物の品質の

高さを関係者に周知できるよう引き続き PR を図る。

(５) 若狭高浜漁協は、若狭高浜市場において、水揚げ機能の集約によるコス

ト削減と、衛生管理の強化による魚価の向上に引き続き取組む。

(６) 県漁連と県は、小浜市場への集荷ルートを拡大するため、若狭高浜漁協

の本格的出荷に対する側面的支援について検討を開始する。

２．水産加工場との連携による魚価の底支え 

（１） 県漁連は、敦賀・小浜・若狭高浜の各市場で相場価格を下回った多獲性

魚類を買い付け、県漁連の水産加工場の運営を委託している(株)ふくい

ぎょれんにおいて、加工商品の生産を継続し、付加価値向上並びに品質

向上に努める。

（２） 県漁連の買取販売担当者と福井中央魚市(株)は、上記商品を県内外のス

ーパー等に対し引き続き販売する。

（３） 県漁連の買取販売担当者は、県学校給食会に対し新商品の継続販売に努

める。

３．新魚種（マハタ）養殖の拡大

（１） 県は水産試験場において、マハタ種苗を安定的に生産し、県内養殖業者

に継続して販売する。県内養殖業者は、マハタを安定的に生産した後、

周辺の漁家民宿に提供する。

（２） 嶺北の料理店や旅館では、来県者に向けてマハタ料理を提供するととも

に、鮮魚店においても嶺南のブランド魚の取扱いが増加する。

（３） 県海水養魚協会、全市町、県は、引き続きイベント出展や広報等により

マハタの PR を実施する。
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４．新しい養殖

（１） 全漁協は、カキ類の養殖に取組む。全漁協、全市町、県は販売が促進さ

れるようイベントへの出展や広報等により PR に努める。

（２） 美浜町・若狭三方・小浜市・大島・若狭高浜の各漁協、美浜町、若狭町、

小浜市、おおい町、高浜町は、漁港の泊地を活用した養殖を進める。

（３） 小浜市・若狭高浜の各漁協、小浜市、高浜町は、藻場保全のために駆除

したムラサキウニ等についても、有効利用を図るために養殖や販売を進

める。

（４） ふくい水産振興センターは、市町、県海水養魚協会、企業等と IoT 技術

を使った試験養殖を引き続き実施する。

５．地域が連携した販売促進

（１） 福井市を中心とした嶺北地域の飲食店や旅館等は、若狭ふぐや敦賀真鯛、

若狭まはた、若狭ぐじ等の嶺南のブランド魚の料理を提供し、県、全市

町、全漁協は、嶺南のブランド魚の消費が促進されるよう、イベントへ

の出展や広報等により PR を継続する。

（２） 県、県漁連、全市町、全漁協は、各ブランド魚のストーリーと特徴を打

ち出すことで、県外における認知度向上を図り、「若狭の魚」として、引

き続きより効果的に販売を促進する。

６．新規就業者の確保・育成

（１） 福井県漁業就業者確保育成センターは、ホームページを活用して県内の

漁業求人情報の提供を行う。

（２） 県および全市町、県漁連、全漁協は、県内漁業就業者フェアや全国就業

者フェアへ参加し、就業希望者と求人側のマッチングを行う。

（３） 県および全市町、全漁協は、就業希望者に対して、漁業体験学習等を実

施し、就業希望者の適性を知ることにより、就業後の離職率の低下を図

る。

（４） 県漁連は、乗組員希望者に対しては、国の長期研修事業等を活用し、就

業支援を行う。

（５） 独立自営希望者に対しては、必要な知識や技能を学べる「ふくい水産カ

レッジ」での研修等により、就業支援を行う。

７．中核的漁業者の育成

（１） 中核的漁業者は、漁船リース事業や機器導入事業等の国の施策を活用し、

省力・省コスト化を図ることで経費節減等収益性の高い操業の推進に努

める。
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（２） 新たに認定を受けた中核的漁業者は、競争力強化に資する成果目標（KPI）

を定め、リース船を導入して経営体質を強化する。また、広域水産業再

生委員会は、中核的漁業者の KPI の達成状況を確認し、その効果につい

て地区内漁業者への周知を図る。

８．クロマグロ混獲回避活動 

（１） 定置網漁業者は、定置網漁業の安定的操業を図るため、定置網において

クロマグロの入網が見られた際、混獲を回避するための取組を行う。

９．密漁防止対策の推進

（１） 全漁協は、悪質化、広域化し、実態が多様化する密漁を防止するため、

看板、のぼり、小籏等の製作及び設置による普及啓発を行う。併せて、

敦賀海上保安部や福井県警と協力し、全漁協、全市町、県による密漁防

止に向けた一斉パトロールを実施する。

１０．漁業コストの削減

（１） 県は、引き続き設置した観測ブイを運用し、潮流データや水温データ等

を収集するとともに、漁業者に向けて福井県水産試験場の HP で情報発

信する。また、観測ブイのメンテナンスを行う。

活用する支援

措置等

広域浜プラン実証調査事業 

マハタ種苗生産事業

新規漁業就業者総合支援事業

次代を担う漁業者育成事業（県事業）

競争力強化型機器等導入緊急対策事業

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業

水産業競争力強化緊急施設整備事業

定置漁業・底曳網漁業振興対策事業（県事業） 

定置網の安定的な操業に必要なクロマグロの混獲回避活動支援 

水産業強化支援事業（密漁防止普及啓発事業）

水産業成長産業化沿岸地域創出事業

ふくいの養殖ネクストチャレンジ事業（県事業）

水産多面的機能発揮対策事業

定置網急潮被害緊急対策事業（県事業）
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（５）関係機関との連携

・ 県海水養魚協会、県漁連、敦賀市、小浜市は、東京・大阪等の大都市圏において福井県出身者

が関係する飲食店等と連携して、県産水産物の PR と消費拡大を図る。

・ 養殖マハタの PR 及び漁家民宿への誘客については、全市町の観光協会等と連携しながら推進

する。

（６）他産業との連携

○観光業等との連携

・ 平成 26 年に開通した舞鶴若狭自動車道、令和 4 年に開通予定の中部縦貫自動車道、令和 6 年

に北陸新幹線の敦賀開業により、観光客の大幅増加が期待されることから、様々な機会をとら

えて、観光業をはじめとする関係産業と連携しながら、県産魚の消費拡大に努める。

４ 成果目標

（１）成果目標の考え方

3 つの産地市場と水産加工場の連携による価格形成機能の強化や魚価向上を図り、小浜市場への

水産物集約化に取り組むことから、当該市場で取り扱われる魚種のうち、定置網漁業と底曳網漁業、

刺網・延縄漁業それぞれの漁獲金額上位魚種の取扱単価（円／kg）を成果目標とした。 

 また、マハタ養殖の推進にあたっては、種苗の安定供給が不可欠であることから、その生産尾数

を成果目標とした。

さらに、漁業後継者の不足と就業者の高齢化が問題となっていることから、新規就業者数を成果

目標とした。

（２）成果目標

小浜市場における主

要魚種の取扱単価

サワラ類 基準年 平成 29～令和元年度： 426（単位：円/kg） 

目標年 令和 7 年度 ：  447（単位：円/kg） 

アカガレイ 基準年 平成 29～令和元年度： 379（単位：円/kg） 

目標年 令和 7 年 ：  398（単位：円/kg） 

アマダイ 基準年 平成 29～令和元年度： 2,031（単位：円/kg） 

目標年 令和 7 年度 ： 2,153（単位：円/kg） 

マハタ種苗の生産尾数 基準年 令和 2 年度   ： 10,000（単位：尾/年） 

目標年 令和 7 年度 ： 30,000（単位：尾/年） 

新規漁業就業者数 基準年 平成 29～令和元年度 ：  10（単位：人/年） 

目標年 令和 7 年度 ：  11（単位：人/年） 
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（３）上記の算出方法及びその妥当性

○小浜市場における主要魚種の取扱単価

基準年：過去 3 ヶ年平均（H29～R1 年度）の小浜市場での取扱単価

目標年：サワラ類およびアカガレイは取扱単価の 5%向上、アマダイは６％向上を目標とした。

【根拠】

嶺南地域の主要漁業である定置網漁業と底曳網漁業、刺網・延縄漁業のそれぞれの漁獲金額上位

魚種（サワラ、アカガレイ、アマダイ）を対象とした。

○マハタ種苗生産尾数

基準年：R2 年度の県の種苗生産施設におけるマハタ種苗の生産尾数

目標年：R7 年度の県の種苗生産施設におけるマハタ種苗の生産尾数

【根拠】

県の種苗生産施設における生産尾数。

○新規漁業就業者数

基準年：過去 3 ヶ年平均（H29～R1 年度）の嶺南地域で新たに漁業に就業した人数

目標年：R7 年度に嶺南地域で新たに漁業に就業する人数

【根拠】

漁業経営体数の減少も勘案して基準年の 10％向上の 11 人/年を目標とした。 

５ 関連施策

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性

事業名 事業内容及び浜の活力再生広域プランとの関係性

広域浜プラン実証調査

支援事業

・広域プランに基づく漁協機能統合・再編等の実証に取り組む

新規漁業就業者総合支

援事業

・県内漁業の求人情報の収集・管理、就業希望者と求人側のマッチング

活動、並びに新規漁業就業希望者へ長期研修を実施

水産業競争力強化漁船

導入緊急支援事業

・中核的漁業者の収益向上に必要となる漁船のリースを支援

競争力強化型機器等導

入緊急対策事業

・収益性の高い操業体制を確立する漁業者の漁船エンジンや省エネ機器

などの整備を支援

マハタ種苗生産事業

（県事業）

・県の種苗生産施設におけるマハタの種苗生産を実施

次代を担う漁業者育成

事業（県事業）

・県内での就業希望者に対して、漁業体験・実務研修を実施し、就業後

の収入の不安定な時期に定着支援資金を貸与

・県内外からの新規漁業就業者や担い手の確保・定着を支援

・若手漁業者の独立就業を支援
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定置網・底曳網漁業振

興対策事業（県事業）

・経営基盤強化計画を策定した定置網・底曳網漁業経営体の施設整備等

を支援

水産業競争力強化緊急

施設整備事業

・競争力強化及び産地市場の統廃合を推進するための施設整備を支援

広域浜プラン緊急対策

事業（クロマグロの混獲

回避活動支援） 

・定置網漁業の安定的操業を図るため、定置網においてクロマグロの入

網が見られた際、定置網漁業者による混獲を回避するための取組を支

援

水産業強化支援事業

（密漁防止普及啓発事

業） 

・密漁防止のために看板、のぼり、小籏等の製作および設置等による普

及啓発を支援

水産業競争力強化漁港

機能増進事業 
・水揚げ拠点漁港や産地市場への水揚げされた魚の集荷を図るために必

要な施設整備、補修を実施

水産業成長産業化沿岸

地域創出事業 

・収益性の向上と適切な資源管理に取り組む漁業者に必要な漁船、漁具

等のリースを支援

ふくいの養殖ネクストチ

ャレンジ事業（県事業） 

・マハタの生産量拡大や新しい技術を使った増養殖の推進に関わる取組

みを支援

水産多面的機能発揮対

策事業 

・地域住民が地域ぐるみで取り組む共同活動（水辺の環境改善や藻場の

保全等）を支援

定置網急潮被害緊急

対策事業（県事業） 

・定置網漁業の安定的操業を図るため、リアルタイムに海況を観測でき

るブイを整備する


